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米国消費者金融会杜の問題点
矢　島　保　男
1　は　し　が　き
　ここ3年間にわたってわが国でサラ金問題が新聞紙上で取り上げられ，この
業界の浄化が叫ばれてきたことは周知のことであろう。ことにその高金利が問
題となり，いわゆる出資法と利息制隈法との関係をいかに考えるかなどが各方
面で検討され，その新しい法的規制についても各政党によってそれぞれの案が
発表されている。だが未だそれも具体化されるには至っていない。この法的規
制は遠からず国会に上程されると思われるが，長期にわたるサラ金業界批判が，
この業界自体に杜会的自覚を喚起させ，徐々ではあるが改善の方向にむかって
いることは事実である。そしてわが国におげる年閻消費者信用供与額もいまや
1眺6，270億円に達し，民間消費支出の10％をまかなうに至り，しかもそあう
ちでサラリーマン金融会杜（ただし大手信販会杜によるローンを含めて）の信
用供与は1兆2，910億円で，約11劣を占めるに至っている。ωそこでサラ金業界
が今後どのような方向にむかうかは，消費者信用業界全体にとっても極めて重
大な影響を及ほすものと思われる。従ってサラ金業界のゆくえを推察するため
に，米副こおげるサラ金業といえる消費者金融会杜（COnSumer五nanCe　COm－
panieS）の近年における動向を知ることは大いに参考になると考えられる。も
っとも，馳こ筆者が本誌（早稲田商学，第254・255合併号）で紹介したように，
米国消費者金融会杜の生成，発展の遇程は，わが国のサラリーマソ金融会杜の
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それと大きな相違がある。ωしかし消費者信用業界全体が米国のそれを模倣し，
その発展のあとを追っているだげに，米国消費老金融会杜の近年の歩みと，そ
の間題点を敢り上げることは，わが国サラ金業界にとって他山の石となること
は間違いない。
　なお本稿は本年（昭和55年）6月に東京で開催された消費者金融セミナー
r1980年代における日本消費者金融業界の使命」に出席した米国バーデュー大
学教授ジョンソン博士（DL　Robert　W．Johns㎝）と，同大学助教授サリバン
博士（Dr．Charlene　Sulliven）の講演に負うところが多い。筆者もこのセミ
ナーにパネリストの一員として出庸したのである。幅〕
2消費者金融会杜の変貌
　1970年代に入って，消費者金融会杜の貸付のきわだった特色の一つは，一件
当りの貸付額の増犬であった。1960年代におげる消費着金融会杜の犬多数のロ
ーンは小口で，500ドル以下であった。しかし1970年代に入ってイン7レ傾向
になるに従い，500ドル以下のローソの需要は低下した。それにインフレによ
って労働コストおよび営業費の増加にともなって，500ドル以下のローンでは
利益が余りあげられなくなった。その結果，1970年にはローンの件数のうち
33％が500ドル以下のものであったが，1977年には，それは19．4劣に下がり，
貸付金額では僅かに4，2％を占めることになった。
　そして消費者金融会杜平均一件当り貸付金額は1977年の11月から1979年の11
月迄の問に，1，202ドルから1，701ドルに上昇した。同時に，その間，返済期間
も延びて，平均貸付期問は35ヵ月から55ヵ月になったのである。
　このように平均貸付額の増大，および平均貸付期間の延長は，消費者金融会
杜の運転資金の増加を必要とすることは論を侯たない。消費考金融会杜の運転
資金は商業手形（COm㎜erc1訓papers），銀行借入，長期借入金等に依存する
ところが犬きい。もっとも，それぞれの消費者金融会杜は規模，融資源，貸付
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のタイプ等によって大きな差異があるから，一概に論ずることはできない。し
かし比較的規模の大きい，消費考への貸付残高が100万ドルを越える会社につ
いて，負債および資本・剰余金勘定項目の百分比を取り上げ，1974年と1978年
とをくらべてみると・短期債務（銀行への支払手形，銀行等からの短期借入金，
商業手形＝4〕）は30劣から26％へ，長期債務（長期借入金，転換杜賛，その他の
廣務）は50％から56％へ，そして資本・剰余金は20劣から18％へ変化してい
る。すなわち長期賛務のウエイトが増加していることがわかるが，これは上述
したように運転資金の増大を反映しているものと思われる。そして長期債務の
増加は，当然のことながら，金利負担を増加させ，消費者金融会杜一般の収益
を低下させる煩向となった。
　以上述べてきたようなプロセスにおいて，金融会杜（消費者金融会杜だけで
はなく販売金融会杜を含む）の数は次第に減少していった。もっとも，それは
第1表でみるように，規模の小さい会杜の数が激減し，規模の犬きいものが増
加したのであった。すなわちこの表で，借入金100万ドル未満の会杜数は55％
減っているのに対し，1億ドル以上の会杜数は226％も増えているのである。
　消費者金融会杜数だけの増滅は統計的につかめなかったが，相当多数が合併
（ことに規模の大きな会社へ0吸収）したことは事実であり，ことに注目すべ
きことは，銀行持株会社（ba皿k　holding　companies）の傘下に多数の消費者
金融会杜が入ったということである。㈲これは既述したような500ドル以下の小
　　　　　　　第1表借入金残高を基準にLた金融会杜数の変化
一　　借入金残高　　　　1960年　　1975年
100万ドル未満一一………
100万ドル～500万ドル未満…
500万ドル～1億ドル未満…
1億ドル以上一……一・一・・
　　　計
5．576　　　　　　　　　2．482
　631　　　　　　　500
　220　　　　　　　306
　28　　　　　　　　88
6．455　　　　　　　　　3，376
（National　Coosumer　Fin狐ce　Associationの調査）
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口貸付の需要低下とコスト増加によって，小規模会杜の経営が困難になったこ
とにもよるが，同時に，銀行や信用組合との競争激化，また固定化された天井
利子率（Ceili皿g　rate　Of　intereSt）が小口融資を不利にしたことなどによるも
のである。そして1970年の銀行持株会杜法の改正によって，単一銀行持株会杜
が消費老金融会杜をその傘下に入れることが許されたことも，かかる緒巣をも
たらLた問接的原因でもあった。この法律改正によって大銀行は系列下に消費
者金融会杜を置いて，これまで以上に低所得層への大衆化を進めることができ
るようになり，他方，消費者金融会杜は，ビ）銀行の系列に入ることによって，
これまでよりも低利で資金がえられ，（口）銀行の系列下に入れば，銀行からの借
入に対し　これまでほど補償残高（cOmpensating　balance）を要求されなく
なるというような利益があったのである。しかし銀行の傘下に入った消費者金
融会杜の多くは勤労銀行（industria1ba危ks）へ転向させられたのであり，こ
れが消費者金融会社の数を減少させる一要因となったのである。もっとも，こ
の場合，銀行は若年層にかかる勤労銀行を通して信用を供与し，その顧客が融
資を続けるのにふさわしい人であることが証明された後に，この顧客が大型ロ
ーンを希望するならぱ，こんどは銀行自身がその手続きを取るというルートが
開かれるのが一般的そある。
3消費者金融会杜の利用者
　以上，逓牢におげる消費者金融会杜の変貌を明らかにしたが，それでは今後
かかる会杜に対する杜会的需要はなお相当続くであろうか。サリバン博士は次
のような点からこれを肯定する。その理由としては，違邦準備制度理事会の
r1977年消費者信用調査」によって割賦ローソを利用する消費者の分布状況を
みると，現在でも依然として若年層のウェイトが高いこと，また第2表で金融
会杜から借りている世帯と全世帯との比較をみても同様なことがいえること，
すなわち今後も若年層による金融会杜利用が続くことが明瞭であることを挙げ
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第2表　金融会杜を利用する世帯と全世帯との比較
1＿一
，　　収入（年閲）
　　5，000ドル未満
　　5，OOO～　8，999ドノレ
　　9，000～11，999ドノレ
　　12，OOOドル以上
年　令　別
25才未満
25～34才
35～44才
45～54才
55～64才
65才以上
金融会杜から借りる世帯
ローン致　　　　ローン額
　4．7　　　　　　　2，9
　28，6　　　　　　　　　　21，4
　18，4　　　　　　　　　　16，7
　蝿．3　　　　　　　59．0
100．O　　　　　　　　　　ユOO．0
17，2
34，2
21，4
16．6
9．0
1．6
100．0
11，5
32，6
25，0
20．0
9．7
1．2
全世帯
16，5
16，5
11，0
56．O
100．O
8，2
22，1
17，1
16，6
16，0
20．O
100．0　　　　　　　　　　100．O
（NCFAの調査）
ている。この表をみると，全世帯の分布に比較して，金融会杜を利用する世帯
の分布の方が，年間所得5，000ドル～11，999ドル世帯のウエイトが高いことが
わかるし，また年令別でみると，必歳以下のウエイトが高いこともわか私さ
らにサリバン博士によるとパージュ大学（Purdue　Univ．）のクレジット・リサ
ーチ・セソターで，銀行を利用しているが，金融会杜を利用していない人（A
とする）と金融会杜を利用しているが，銀行を利用していない人（Bとする）
について調査した結果，Bの方がAよりも，月収が少なく，教育程度も低く，
黒人の借手が多く，小切手勘定をもつ人が少なく，年令も平均して若いことな
どが表られる。以上のような調査からも，金融会杜のみが扱う市場セグメソト
がたお十分に存在するという考えが出てくることも指痛している。
　しかしサリバン博士は，消費老金融会杜が今後一層激しい競争のなかで，大
いに経営努力をしなければならないことを強調する。消費者金融会杜がバソカ
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＿ブル（bankab1e一銀行と同じぐらい信用あるもの）というイメージを顧客
に与えるよう努力しており，比較的リスクの低い顧客に犬型の担保付ローンを
供給することなどによって，かかるイメージチェンジに成功していることは認
められる。Lかし消費老金融会杜を利用Lている人が，その理由とLて，「簡
単に利用できるし，銀行等から相手にされないから」ということを挙げており，
ある程度金利が高いこともやむをえたいことを認めていることは事実である。
そこでもしも銀行等が新しい工夫で，今迄よりも低所得層への信用供与に大き
く乗り出Lてくるならば，消費者金融会杜は重大な影響を受けることになる。
そこで金融会杜としては，新Lい顧客サーピス（たとえぱ消費者に対Lて・こ
れまで以上に広範囲た資産・負債の管理，所得税申告書作成のサービス・独自
のカードシステムの開発をする等）の開拓に努めなけれぽならないというので
第3表　消費老金融会杜から融資を受ける目的
目　　　的
（単位　％）
1971　　　　　　　1973　　　　　　　1975　　　　　　　1977
債務の統合整理・…　　　　　46％
旅行，休暇，教育…　　　　　7
自動車…　　　　10
家庭用舟……・　　　　3
住宅改築一………・・　　　4
その他一・　　　30
　　言十・・一……　　　　　　　　　　　　　100
33％
6
14
4
4
39
100
31％
7
14
4
5
39
28％
8
13
5
7
39
100　　　　　100
（NCFAの調査）
ある。もっとも，サリバン博士は第3表でみられるように，r債務の統合整理」
（debt　conso1idati0工1）を目的にして利用することが次第に減少していること
を特に指摘している。このことは消費老金融会杜にとって，その経営が健全に
なってきている一つの証明だからであ乱
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4消費者信用に対する規制
　米国には消費者信用に関係する多種類の金融機関があるが，これらは州また
は連邦によって規制されている。州および違邦のいずれかの規制を受けるもの
としては，銀行，貯蓄貸付組合，信用組一合があり，州の規制を受げるものとし
ては金融会杜，相互貯蓄銀行，勤労銀行がある。このようにそれぞれの機関を
支配する法的規制が違うことは，それぞれの金融機関を一定の分野で専門化さ
せる優向を生み出した。たとえば貯蓄貸付組合は主とLて担保付きの融資に限
られているし（多くは住宅金融に関係），また商業銀行は州境を越えて支店営
業を行うことを禁じられている。
　しかしこれまで金融機関についての多くの調査がなされ，各機関問の自由な
競合が行なわれるように，法的規制からくる自由競争に対する障害をできるだ
け取り除くべきであるという各種の勧告が幾度か出されてきた。そしてそれが
遂に本年（1980年），r預金者機関の規制除去と金融統制法」（Depositor　Insti－
tutions　Dere馴1ation　and　M◎netary　Control　Act）という形で実現した。
この法律は預金および消費者ローンの分野で競合を奨励したもので，ことに注
目されることは，金融機関の貯蓄預金に支払う天井利子率の制隈は，今後6年
聞のあいだに撤廃することを決めた点である。もちろん，このような法偉がな
くても，消費老の貯蓄預金の金利は，競合によって高まると恩われるが，かか
る法律によって金利に関する制限がやがて無くなれば，なおさらかかる傾向を
あおることが予想される。そしてこれに加えて，商業分野で大手の小売業が自
杜のクレジットカードをもっている人々を対象に，一種の高額な杜債に当る貯
蓄証券（thrift　certi行cate）を発行するなどが考えられ，それとの競合からも，
貯蓄預金の金利は相当高くなることが予想される。
　このように貯蓄預金の金利が上昇する傾向になれぽ，銀行等はその収益の低
下を防ぐために，比較的利益があがる消費考への信用供与へますます進むこと
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になろう。そこで消費者金融会杜へのローンに対する圧追が強くなると思われ
る。
　またいま一つ注目すべきことは，わが国の公取に当る連邦敢引委員会（Fed－
eral　Trading　Committee）が，債権老の債1務取り立てに関して禁止ないし制
限すべき事項についての案を最近提出していることである。この案には，（イ）債
権者による債務者の給与の差し押えを禁止ないし制隈し，（口）連帯保証人制度が
利用される場合に，保証人は少くとも契約書に署名する3目前に，責任を明確
にした報告書が与えられなければたらない（俣証人が報告書を吟味してから署
名ができるためである），㈹廣権者がローン返済不履行の担保として動産や不
動産を差し押えたとき，債務者に対してその小売価格を清算に当てなげれぱな
らない（たとえぱこれまで銀行や金融会杜が，差し押えた自動車を卸値で売却
していたから，このよう法規制は自動車の小売価格と卸売価格の差額に相当す
る損失が課せられることになる）ことたどがもられている。もっとも・この規
制案は現段階では法的に成立する見通しはない。しかしこの案の内容は米副こ
おける一っの方向を示唆しているといえる。そこで将来もしもこの案が成立す
れば，消費老金融会杜にとってきびしい影響を与えるものと思われる。なおま
た，債務を負いすぎた者が，時に利用してきた破産法においても，1979年10月
に通遇した新しい違邦破産法（Federal　Bankruptcy　Law）は，債務著が債権
著から守ることができる「生活の最低必要額」（すなわち控除される額）を引
上げた。これまで各州によってそれぞれ違っていたものを，新しい連邦法では，
債務老は住宅資産は7，500ドル迄を，自動車は1，200ドル迄を，家庭用品や身の
廼り品や衣料は200ドル迄を控除されるのである。この法律も顧客として低所
得層の比重の犬きい消費者金顧会杜にとっては，銀行等よりも大きなマィナス
的影響を及ぽすことになると思われる。
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5消費者金融会杜の対応
　以上述べてきたように，消費者金融会杜にとって四囲の状況は不利の方向に
むかっているが，これに対応して消費者金融会杜が採るべき方策はどのような
ものか。既にサリバン博士は，若年層による信用利用は依然として犬きいし、
またかかる会杜を利用する特定層の顧客もあるから，消費老金融会杜が新しい
業務の開拓に努力すれば，苦境を抜け出すことができるという見解をもってい
ることを述べたが，ジョンソソ博士はリスクの低い顧客の選択と，資金源の多
様化に力を入れるべきことを主張している。
　ジョソソン博士にいわせると，消費者金融会杜が成長を続げようとするなら
ぼ，新規顧客層に頼ることが必要であるが，しかしかかる会杜は一般に新規顧
客についての情報を余りもたないので，リスクが大きくなる。ことに既述のよ
うに債務不履行に対する敢り立ての制限や，新連邦破産法の成立等によって，
貸し倒れ損失等が増加する傾向になる会杜にとっては，新規顧客獲得にあせる
から，なおさらであろう。そこでジョソソン博士は消費者金融会杜は顧客の選
択，すたわち廣務を履行しそうにない者と優良な者とを区別する方法を一層検
討すべきで，そのために信用調査採点法（credit　scoring㎜ethod）の改善を
提唱しているo帽〕
　またジョンソン博士は資金の多様化にっいて，消費老金融会杜は金融機関
（銀行，信用組合，貯蓄貸付組合，相互貯蓄銀行）のように預金ないLそれに
類似するものを受け入れることができないので，貯蓄証券（thrift　Ce凶丘Cate）
を発行したらよいとも考えられるが，これはコストが非常にかかり，不適当な
やり方であることを指摘している。そLて彼は消費着金融会杜が勤労銀行を吸
収合併するやり方などを提案している。
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6　む　す　び
　さて，米副こおける消費者金融会杜をめぐる近年の傾向と，その問題点を，
サリバソおよびジョンソソ両博士の見解を中心にして説明してきたが，わが国
のサラリーマン金融会杜についても，米国におけると同様な現象が現われてい
ると思われる。
　これ重でわが国サラリーマソ金融会杜の業容の伸びが極めて大きかったこと
は周知の通りであるが，昭和53年からの銀行キャッシュカード・ローソが開始
されたことが，かかる金融会杜に大きな影響を与えているといわれる・すなわ
ち，現在，銀行の消費老ローソの本命商品は，住宅ローソを別にすると，この
キャヅシュカード・ローソであり，これは50万円迄ならば営業店の自動現金引
出機からいつでも引き出すことができ，しかもその返済にっいて，銀行によっ
て相違はあるものの，借手による犬幅なアレソジを許しており，一般大衆に大
きくアピールしたのである。｛7〕また既述したように，現在，サラリーマン金融
会杜の金利も，社会的批判をバヅクに，次第に引き下げられ，ことに犬手会杜
は年率30～4脇ぐらいの線に達し，従って業界内部の競合はきわめて激化して
いる。
　従って全体的にみると，サラリーマン金融会杜の経営は，米国の場合と同様
に，必ずしも容易でない状態に入っている。そしてインフレ傾向をバックに，一
件当りの貸付金額も次第に大きくなり，そのために米国におけると同様，その
運転資金の調達をどのようにするかが問題になってきている。またわが国サラ
リーマソ金融会杜の設立が，現在は届け出さえすれば許されるため，悪質業者
が出てくるので，これを免許制たいし許可制にすべきことがしばしば主張され
ているが，この問題を別にしても，サラ金業界が今後健全な姿になる遇程で，
合併その他によって全体的に次第に整理されていくことが予想される。米国で
は既述のように，銀行持株会杜の傘下に入る消費老金融会杜が増大しているが，
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わが国でもサラ金業界が整理されていく過程で，銀行等が健全経営のサラリー
マン金融会杜に運転資金を傑給し，その面からサラ金業界の金利を引下げさせ
るということも，将来は考えるべきであろう。
注（王）日本割賦協会「消費者信用統計’80」を参照。
　（2）早稲田商学第254・255合餅号の拙稿「米国における個人貸付会杜の発展過程」を
　　参照されたい。
　（3）このセミナーは昭和55年6月20日に，日本プレスセ：／ター・ホールで開催され
　　た。
　（4）消費者金融会杜発行の商業手形の期間は次第に長期化しているが，一般会杜のも
　　のよりは短期である。
　〈5）銀行持株会杜の発展過程については，The　Future　of　Commercia1Banking，
　　1975，edited　by　Wray　O・Candilisに詳しい。
　く6）米国では近年，新聞紙上割こ採点表を載せ，その表で顧客にみずからの信用度を
　　採点させる方法なども盛んに行なわれている。
　く7）　キャッシュカード・ローソについては拙稿「わが国消費者金融の新現象」（早稲
　　田商学第274・275合併号）を参照されたい。
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